
















































３ 作物ごとの作付予定面積 

作物 前年度の作付面積 

（ha） 

当年度の作付予定面積 

（ha） 

2020 年度の作付目標面積 

（ha） 

主食用米    

飼料用米    

米粉用米    

新市場開拓用米    

WCS 用稲    

加工用米    

備蓄米    

麦    

大豆    

飼料作物    

そば    

なたね    

その他地域振興作物    

 野菜 

・ 

・ 

・ 

   

 

４ 課題解決に向けた取組及び目標 

整理

番号 
対象作物 使途名 目標 

 

前年度（実績） 目標値 

 
   

（○年度） 

（○年度） 

（○年度） 

（○年度） 

 
   

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

※ 必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してくださ

い。 

※ 目標期間は３年以内としてください。 

 

５ 産地交付金の活用方法の明細 

  別紙のとおり 

 

139



別紙

１．地域農業再生協議会名

２．活用予定額の総括表

（単位：円）

当初配分
(A)

追加配分
(B)

（注）追加配分が未定の段階にあっては、該当箇所を空欄により作成することとします。

○○協議会

産地交付金の活用方法の明細

協議会等名

配分枠（A+B）

活用予定額
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３．活用方法

配分枠

円

麦 大豆 飼料作物 米粉用米 飼料用米 WCS用稲 加工用米 野菜 花き・花木 果樹
その他の
高収益作

物

実面積

実面積

合計
②
※５

整
理
番
号

戦略作物

新市場
開拓用米 そば

使途
※１

単価①
（円/10a）

作
期
等
※２

面　積　（ａ単位）※３

高収益作物

合計（基幹）※４

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　「面積」は、当初配分により支援を行う使途について記入し、追加配分により支援を行う使途については、追加配分額が未定の段階にあっては空欄としてください。
※４　「合計（基幹）の実面積」は、基幹作を対象とした設定の実面積を記入し、「合計（二毛作）の実面積」は、二毛作を対象とした設定の実面積を記入してください。
　　　 また、「合計②」欄は、基幹作、二毛作それぞれの実面積の合計を記入してください。
※５　②の合計は、各使途の合計面積を記入してください。
※６　所要額欄の二重枠には、所要額の合計を記入してください。
（注）使途ごとに「産地交付金の活用方法の明細（個票）」を添付してください。

なたね

※６
合計（二毛作）※４

所要額
①×②
（円）雑穀 その他
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４．追加配分を受けた場合の調整方法

５．所要額が配分枠を超過した場合の調整方法

6．高収益作物について

注１ 産地交付金で支援する作物のうち、高収益作物に該当する作物名（野菜、花き・花木、果樹除く）を記載してください。

注２ 収益性のわかるデータを添付してください。
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協議会名

使途名

対象作物

単　　価

課　　題

内　　容

具体的要件

取組の
確認方法

成果等の
確認方法

備考

　※　課題や目標の数値については、必要に応じて参考となるデータを添付してください。

目標 －

実績 －

目　　標

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

産地交付金の活用方法の明細（個票）

整理番号
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様式第 11－11 号 

番     号 

年  月  日 

 

 都道府県知事    殿 

 

地域農業再生協議会長 

 

水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等対象面積について 

 

 水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等について、経営所

得安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次

官依命通知）別紙 13 の３の（２）の③の規定に基づき、令和２年産経営所得安定

対策等の７月１日現在における営農計画書等の内容により、追加配分等に係る各

取組の対象面積を取りまとめたので、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

飼料用米の複数年契約           a  

米粉用米の複数年契約           a  

そば（基幹作）の作付け           a  

なたね（基幹作）の作付け           a  

新市場開拓用米（基幹作）の作付け      a  

転換作物拡大加算 別紙のとおり 

高収益作物等拡大加算 別紙のとおり 

  ※ 対象面積の根拠となる関連資料として、取組ごとの申請者名及び各申請者の作付予定面積

の一覧、申請者ごとの添付書類の確認結果の一覧を添付してください（転換作物拡大加算及

び高収益作物等拡大加算は除く）。 
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（別紙）　転換作物の作付面積

都道府県名

子実用 青刈り

(a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a)

平成30年度

令和元年度

令和２年度

注１　全て基幹作のみの面積を記入してください。

注２　加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、麦、大豆及び飼料作物については、戦略作物助成の対象面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は実績面積、令和２年度は申請面積）。

注３　新市場開拓用米、そば及びなたねについては、産地交付金の追加配分対象面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は追加配分実施面積、令和２年度は追加配分対象面積、いずれも実面積）。

注４　高収益作物については、産地交付金の対象となっている面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は活用実績面積、令和２年度は産地交付金対象面積とし、いずれも実面積とする）。

注５　その他の高収益作物は、野菜、花き・花木及び果樹以外で、主食用米と比べて面積当たりの収益性が高い作物であることについて、地方農政局等の承認を得たものについて記入してください。

転換作物
拡大加算
対象面積

加工用米
（注２）年度

協議会名
(略さずに正式名称を記入してく

ださい)
野菜 花き・花木

　新規需要米

果樹
その他の

高収益作物
(注５)

高収益作物等
拡大加算
対象面積

麦
（注２）

大豆
（注２）

　飼料作物（注２）

そば
（注３）米粉用米

（注２）
飼料用米
（注２）

ＷＣＳ用稲
（注２）

新市場
開拓用米
（注３）

なたね
（注３）

　高収益作物（注４）

　飼料用とうもろこし飼料用とう
もろこし以

外
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様式第 11－12 号 

番     号 
年  月  日 

 ○○農政局長    殿 
 北海道農政事務所長 
 内閣府沖縄総合事務局長 
 

都道府県知事 
 

水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等対象面積について 
 
 水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等について、経営所得

安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次官

依命通知）別紙 13 の３の（２）の④の規定に基づき、令和２年産経営所得安定対

策等の７月１日現在における営農計画書等の内容により、追加配分等に係る各取組

の対象面積を取りまとめたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 

飼料用米の複数年契約           a  

米粉用米の複数年契約           a  

そば（基幹作）の作付け           a  

なたね（基幹作）の作付け           a  

新市場開拓用米（基幹作）の作付け      a  

転換作物拡大加算 別紙のとおり 

高収益作物等拡大加算 別紙のとおり 

 

※ 対象面積の根拠となる関連資料として、取組ごとの申請者名及び各申請者の作付予定

面積の一覧、申請者ごとの添付書類の確認結果の一覧を添付してください（転換作物拡

大加算及び高収益作物等拡大加算は除く）。 
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（別紙）　転換作物の作付面積

都道府県名

子実用 青刈り

(a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a)

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

注１　全て基幹作のみの面積を記入してください。

注２　加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、麦、大豆及び飼料作物については、戦略作物助成の対象面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は実績面積、令和２年度は申請面積）。

注３　新市場開拓用米、そば及びなたねについては、産地交付金の追加配分対象面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は追加配分実施面積、令和２年度は追加配分対象面積、いずれも実面積）。

注４　高収益作物については、産地交付金の対象となっている面積を記入してください（平成30年度及び令和元年度は活用実績面積、令和２年度は産地交付金対象面積とし、いずれも実面積とする）。

注５　その他の高収益作物は、野菜、花き・花木及び果樹以外で、主食用米と比べて面積当たりの収益性が高い作物であることについて、地方農政局等の承認を得たものについて記入してください。

合計

転換作物
拡大加算
対象面積

加工用米
（注２）年度

協議会名
(略さずに正式名称を記入してく

ださい)

高収益作物等
拡大加算
対象面積米粉用米

（注２）
飼料用米
（注２）

ＷＣＳ用稲
（注２）

新市場
開拓用米
（注３）

飼料用とう
もろこし以

外

麦
（注２）

大豆
（注２）

　飼料作物（注２）

そば
（注３）

なたね
（注３）

　高収益作物（注４）

　飼料用とうもろこし
野菜 花き・花木

　新規需要米

果樹
その他の

高収益作物
(注５)
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様式第 11－13 号 

番     号 
年  月  日 

 
 都道府県知事 殿 
 
 

地域農業再生協議会長 
 

水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等実施面積について 
 
 水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等について、経営所得

安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次官

依命通知）別紙 13 の３の（４）の規定に基づき、追加配分等に係る各取組の実施

面積を取りまとめたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 

飼料用米の複数年契約           a  

米粉用米の複数年契約           a  

そば（基幹作）の作付け           a  

なたね（基幹作）の作付け           a  

新市場開拓用米（基幹作）の作付け      a  

転換作物の作付面積 別紙のとおり 

高収益作物等の作付面積 別紙のとおり 

 
  ※ 実施面積の根拠となる関連資料として、取組ごとの申請者名及び各申請者の作付予定

面積と作付実績の一覧を添付してください（転換作物拡大加算及び高収益作物等拡大加

算は除く）。 
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（別紙）　令和２年度　転換作物の作付面積

都道府県名

子実用 青刈り

(a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a)

注１　全て基幹作のみの面積を記入してください。

注２　加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、麦、大豆及び飼料作物については、戦略作物助成の対象面積を記入してください。

注３　新市場開拓用米、そば及びなたねについては、産地交付金の対象面積を記入してください。

注４　高収益作物については、産地交付金の対象となっている面積を記入してください。

注５　その他の高収益作物は、野菜、花き・花木及び果樹以外で、主食用米と比べて面積当たりの収益性が高い作物であることについて、地方農政局等の承認を得たものについて記入してください。

転換作物
拡大加算
対象面積

加工用米
（注２）

協議会名
(略さずに正式名称を記入してく

ださい)
野菜 花き・花木

　新規需要米

果樹

その他の
高収益作

物
(注５)

高収益作物等
拡大加算
対象面積米粉用米

（注２）
飼料用米
（注２）

ＷＣＳ用稲
（注２）

新市場
開拓用米
（注３）

飼料用とう
もろこし以

外

麦
（注２）

大豆
（注２）

　飼料作物（注２）

そば
（注３）

なたね
（注３）

　高収益作物（注４）

　飼料用とうもろこし

149



様式第 11－14 号 

番     号 
年  月  日 

 ○○農政局長    殿 
 北海道農政事務所長 
 内閣府沖縄総合事務局長 
 

都道府県知事 
 

水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等実施面積について 
 
 水田活用の直接支払交付金における産地交付金の追加配分等について、経営所得

安定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次官

依命通知）別紙 13 の３の（４）の規定に基づき、追加配分等に係る各取組の実施

面積を取りまとめたので、下記のとおり報告します。 
 

記 
 

飼料用米の複数年契約           a  

米粉用米の複数年契約           a  

そば（基幹作）の作付け           a  

なたね（基幹作）の作付け           a  

新市場開拓用米（基幹作）の作付け      a  

転換作物の作付面積 別紙のとおり 

高収益作物等の作付面積 別紙のとおり 

 
  ※ 実施面積の根拠となる関連資料として、取組ごとの申請者名及び各申請者の作付予定

面積と作付実績の一覧を添付してください（転換作物拡大加算及び高収益作物等拡大加

算は除く）。 
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（別紙）　令和２年度　転換作物の作付面積

都道府県名

子実用 青刈り

(a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a) (a)

※　適宜行を追加してください。

注１　全て基幹作のみの面積を記入してください。

注２　加工用米、米粉用米、飼料用米、WCS用稲、麦、大豆及び飼料作物については、戦略作物助成の対象面積を記入してください。

注３　新市場開拓用米、そば及びなたねについては、産地交付金の対象面積を記入してください。

注４　高収益作物については、産地交付金の対象となっている面積を記入してください。

注５　その他の高収益作物は、野菜、花き・花木及び果樹以外で、主食用米と比べて面積当たりの収益性が高い作物であることについて、地方農政局等の承認を得たものについて記入してください。

転換作物
拡大加算
対象面積

加工用米
（注２）

協議会名
(略さずに正式名称を記入してく

ださい)
野菜 花き・花木

　新規需要米

果樹

その他の
高収益作

物
(注５)

高収益作物等
拡大加算
対象面積米粉用米

（注２）
飼料用米
（注２）

ＷＣＳ用稲
（注２）

新市場
開拓用米
（注３）

飼料用とう
もろこし以

外

麦
（注２）

大豆
（注２）

　飼料作物（注２）

そば
（注３）

なたね
（注３）

　高収益作物（注４）

　飼料用とうもろこし
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様式第 11－15 号 

番     号  

年  月  日  

 ○○農政局長    殿 

 北海道農政事務所長 

 内閣府沖縄総合事務局長 

都道府県知事  

 

 

水田活用の直接支払交付金における産地交付金の活用実績報告書 

 

 水田活用の直接支払交付金における産地交付金の活用実績について、経営所得安

定対策等実施要綱（平成 23 年４月１日付け 22 経営第 7133号農林水産事務次官依命

通知）別紙 13 の５の（３）の規定に基づき、別紙のとおり報告します。 
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別紙

１．都道府県名

２．活用実績額の総括表

（単位：円）

当初配分
(A)

追加配分
(B)

○○協議会

△△協議会

□□協議会

産地交付金の活用実績の明細

活用実績額

●●県（①）

地域農業再生協議会合計（②）

合計（①＋②）

協議会等名

配分枠（A+B）
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３．活用実績

配分枠

麦 大豆 飼料作物 米粉用米 飼料用米 WCS用稲 加工用米 野菜 花き・花木 果樹

その他の
高収益作

物
※２

合計（二毛作　実面積）※６

雑穀

整
理
番
号

戦略作物

新市場
開拓用米

使途
そば

作
期
等
※１

高収益作物
その
他
※２

※７ ※７

円

※１　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※２　「その他の高収益作物」及び「その他」に実績面積がある場合は、「その他」に含まれる作物ごとに内訳を、本様式に準じて作成し添付してください。
※３　「助成対象面積計①」は、「交付申請者単位で使途ごとに対象作物すべての実績面積を集計した後ａ未満を端数処理（切捨）した値」の積み上げ値を記入してください。
※４　単価調整がなかった場合は、「調整後ベース」欄の記入は不要です。
※５　「所要額⑤（単価調整がなかった場合は所要額③。以下同様）」は、計算式に基づく交付申請者ごとの交付額の積み上げと合わせてください。
　　　ただし、「単価④」が10円未満の端数があり「所要額⑤」が計算式（①×④÷10）の値とならない場合、「所要額⑤」には別途計算した交付申請者ごとの積み上げ値を記入してください。
※６　「合計（基幹　実面積）」は基幹作を対象とした使途ごとの面積の計でなく、実面積を記入してください（「合計（二毛作　実面積）」も同様）。
※７　所要額欄の二重枠には、所要額の合計を記入してください。

調整後ベース※４

単価
（円/10a）

②

所要額
（円）
※５
③＝
①×②

単価
（円/10a）

④

所要額
（円）
※５
⑤＝
①×④

なたね

実績面積　（ａ単位、小数第２位まで記入）
助成対象面積

計
①
※３
a未満
端数
処理後

計画ベース

合計（基幹　実面積）※６
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４．追加配分を受けた単価調整等の結果

※　必要に応じ、計画に基づいて行った単価調整等の具体的な手法（計算式）を記入してください。

５．所要額の配分枠超過を受けた単価調整の結果

※　必要に応じ、計画に基づいて行った単価調整等の具体的な手法（計算式）を記入してください。
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別紙

１．地域農業再生協議会名

２．活用実績額の総括表

（単位：円）

当初配分
(A)

追加配分
(B)

産地交付金の活用実績の明細

活用実績額

●●地域農業再生協議会

協議会等名

配分枠（A+B）
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３．活用実績

配分枠

麦 大豆 飼料作物 米粉用米 飼料用米 WCS用稲 加工用米 野菜 花き・花木 果樹

その他の
高収益作

物
※２

※７ ※７

円

※１　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※２　「その他の高収益作物」及び「その他」に実績面積がある場合は、「その他」に含まれる作物ごとに内訳を、本様式に準じて作成し添付してください。
※３　「助成対象面積計①」は、「交付申請者単位で使途ごとに対象作物すべての実績面積を集計した後ａ未満を端数処理（切捨）した値」の積み上げ値を記入してください。
※４　単価調整がなかった場合は、「調整後ベース」欄の記入は不要です。
※５　「所要額⑤（単価調整がなかった場合は所要額③。以下同様）」は、計算式に基づく交付申請者ごとの交付額の積み上げと合わせてください。
　　　ただし、「単価④」が10円未満の端数があり「所要額⑤」が計算式（①×④÷10）の値とならない場合、「所要額⑤」には別途計算した交付申請者ごとの積み上げ値を記入してください。
※６　「合計（基幹　実面積）」は基幹作を対象とした使途ごとの面積の計でなく、実面積を記入してください（「合計（二毛作　実面積）」も同様）。
※７　所要額欄の二重枠には、所要額の合計を記入してください。

調整後ベース※４

単価
（円/10a）

②

所要額
（円）
※５
③＝
①×②

単価
（円/10a）

④

所要額
（円）
※５
⑤＝
①×④

なたね

実績面積　（ａ単位、小数第２位まで記入）
助成対象面積

計
①
※３
a未満
端数
処理後

計画ベース

合計（基幹　実面積）※６

合計（二毛作　実面積）※６

その
他
※２

雑穀

整
理
番
号

戦略作物

新市場
開拓用米

使途
そば

作
期
等
※１

高収益作物
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４．追加配分を受けた単価調整等の結果

※　必要に応じ、計画に基づいて行った単価調整等の具体的な手法（計算式）を記入してください。

５．所要額の配分枠超過を受けた単価調整の結果

※　必要に応じ、計画に基づいて行った単価調整等の具体的な手法（計算式）を記入してください。
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(記載上の留意事項)

　　　　ｃ　ほ場条件の制約がある場合には、これに対応した対策を講じていることが
　　　　　分かる書類（対策を施したことが分かる写真等）
　　　　ｄ　地方農政局等又は地域農業再生協議会等から栽培管理の見直し等の改善
　　　　　指導を受けている場合には、実施した改善措置が分かる書類
　　　　　　（改善措置を施したことが分かる写真等）

注３：　目標単収は、地域の基準単収の２分の１以上で設定してください。
注４：　理由書の根拠となる証拠書類として、以下のａ～ｄのすべてを提出してください。
　　　　ａ　地域の基準単収を大きく下回ることになった要因を裏付ける書類
　　　　　　（自然災害が要因である場合には、農作物共済の支払書類等）
　　　　ｂ　適切な生産が行われていたことが分かる書類
　　　　　　（作業日誌、種子や肥料の購入伝票等）

注１：　本様式は、畑作物の直接支払交付金における面積払の交付決定を受けた農業者
　　　及び実施要綱Ⅳの第１の１の（２）の③のオの(ｵ)に該当する交付申請者で、数量払
　　　の交付申請数量の合計を面積払の交付対象面積（又は営農計画書に記載した生
　　　産予定面積）で除した単収が、地域の基準単収の２分の１に満たなかった場合に作
　　　成してください。
　　　　なお、地域の基準単収の２分の１に満たなかった対象畑作物が複数ある場合は対
　　　象畑作物の種類ごとに作成してください。

注２：　交付申請数量は、品質区分に関わらず、数量払の全交付申請数量を記載、規格
　　　外数量(数量払の対象外となった数量)がある場合は、その数量を下段（　　　　）に、
　　　その数量を記載してください。
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